
2021年10月20日

きらぼし・東京圏応援株式ファンド（愛称︓きらぼし東京）

第6期決算について
〜直近の運⽤状況と今後の運⽤⽅針について〜

平素は当ファンドをご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当ファンドは、2021年10月18日に第6期決算期末を迎え当期の収益分配⾦につきまして、100円
（1万口当たり、税引前。）と致しましたことをご報告申し上げます。つきましては、直近の運用状況と
今後の運用方針についてご説明させていただきます。

なお当ファンドの分配方針は以下の通りとなっています。

① 分配対象額は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等とします。
② 原則として、基準価額の⽔準等を勘案して分配⾦額を決定します。ただし、分配対象額が少額の場

合には、分配を⾏なわないことがあります。

基準価額・純資産・分配⾦の推移

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、運用管理費用（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費用をご覧ください）。
※TOPIX（東証株価指数）は当ファンドのベンチマークではありませんが、参考のため掲載しています。
※グラフ上のTOPIXは、グラフの起点時の基準価額に基づき指数化しています。
※実際のファンドでは、課税条件によって投資者ごとの騰落率は異なります。また、換⾦時の費用・税⾦等は考慮していません。
※過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

※分配⾦は、決算の都度、収益分配方針に基づいて委託会社（⼤和アセットマネジメント）が決定
しますので、将来の分配⾦について、あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するものではありませ
ん。今後の市場環境や運用状況によっては、分配⾦の変更あるいは分配⾦が⽀払われない場合も
あります。

TOPIX 2,019.23

2021年10月18日現在

純資産総額 852百万円
基準価額 10,943 円

≪分配の推移≫

（1万口当たり、税引前）

分配金合計額 設定来︓ 1,350円

第6期 (21/10) 100円
第5期 (21/04) 1,200円
第4期 (20/10) 50円
第3期 (20/04) 0円
第2期 (19/10) 0円
第1期 (19/04) 0円

決算期（年/月） 分配金

当初設定日（2018年7月31日）〜2021年10月18日
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直近の運⽤状況

国内株式市況（TOPIX:東証株価指数）は、第6期決算期間期首より、国内で緊急事態宣言が発出された
ことや、内閣⽀持率の低下で政局の⾏方に不透明感が増したことなどから上値の重い展開となりました。
8月下旬以降は、国内の新型コロナウイルスの感染状況が改善したことを受けて株価は上昇に転じ、9月
初めには菅首相が⾃⺠党総裁選挙に出⾺しないことを表明したことで、来たる衆院選での⾃⺠党⼤敗リス
クが後退したとの⾒方から株価は急騰しました。しかし、9月末にかけては、世界的にインフレ懸念が台
頭したことや中国の⼤⼿不動産会社の信用不安問題などを受けて株価は反落しました。期末の国内株式市
況は、期首をやや上回りました。

このようなマーケット環境の中で、当ファンドの当決算期間のパフォーマンスは3.1％の上昇となりま
した。当ファンドにおいては、今後のアフター/ウィズコロナ時代においても、引き続き成⻑が期待でき
る企業に投資したことが、このパフォーマンスに寄与したものと考えております。具体的には、在宅勤務
の定着や⼥性の社会進出の加速を受けて、食材調達・調理負荷の軽減に寄与するミールキットや有機野菜
等をECで提供するサービスプロバイダー、デジタル化に欠かせない半導体や電子機器の生産現場におい
て利用される計測制御機器のメーカーなどが貢献しました。
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国内株式市場は⼀進⼀退の展開を想定しています。現時点において、グローバル経済の回復・正常
化⾒通し⾃体に⼤きな変化はないと考えていますが、サプライチェーン（供給網）の混乱や中国の恒
⼤集団の資⾦繰り懸念が国内外の経済・企業業績に与える影響、世界的なインフレ懸念と主要中央銀
⾏による⾦融政策の方向性などには留意が必要です。⼀方で、新型コロナウイルス経口治療薬が開発
され、普及した際の経済活動正常化の進展や、国内における衆院選の動向および新政権の経済政策な
どは、国内景気および国内株式市場にポジティブに作用することが期待されます。これらの内容を精
査し、今後の投資環境の方向性を冷静に⾒極めていく考えです。

今後の運⽤⽅針

今後のマーケット⾒通し

今後の⾒通し

新型コロナウイルス感染拡⼤以降、その対策として、国内外で外出の禁止や⾃粛がなされました。
同時に、リモートワークやEC、コミュニケーションツールなどが急速に普及しました。また、これ
まで対面でしか出来ないと考えられていたシーン（例えば、医療では遠隔診療、教育ではオンライン
教育など）におけるデジタルの活用も少しずつではありますが定着の兆しを⾒せつつあります。

このような人々の生活の変化を可能にした商品、サービス、技術の開発や供給における東京圏の企
業が果たしている役割は非常に⼤きいものです。この経験を経て、東京圏の重要性がますます高まっ
ていくものと考えており、同時に、当ファンドが投資対象とする東京圏の経済活性化の恩恵を受ける
企業が活躍できる領域も広がるものと期待しています。

今回、奇しくも新型コロナウイルス感染拡⼤によって、人々の生活における東京圏の企業の影響⼒
を実感し、その成⻑性を深く確信するに⾄りました。引き続き、当ファンドにおいては、リサーチ
チームの専門的知⾒を活用し、成⻑が期待できる企業に投資し、基準価額の上昇に努めてまいります。
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ファンドの目的・特色

 
ファンドの目的 
 

わが国の株式等の中から、東京圏の経済活性化により恩恵を受けることが期待される銘柄に投資し、信託財産の成長を
めざします。 

 
ファンドの特色 
1． わが国の株式等の中から、東京圏の経済活性化により恩恵を受けることが期待される銘柄に投資します。 
   ※株式等にはリート（不動産投資信託）を含みます。 

 ポートフォリオの構築にあたっては、以下の方針を基本とします。 
●わが国の金融商品取引所上場株式等（上場予定を含みます。）の中から、東京圏の経済活性化により恩恵を受け 

ることが期待される銘柄を投資候補銘柄として選定します。 
●選定した投資候補銘柄については、適宜見直しを行ないます。 
●投資候補銘柄の中から、投資環境および個別企業の分析により投資魅力の高い銘柄を選定し、ポートフォリオ  

を構築します。 
●ポートフォリオの組入銘柄については、適宜見直しを行ないます。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
  
2． 当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行ないます。 
  ・マザーファンドは、「ダイワ・ライジング・ジャパン・マザーファンド」です。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「ファンドの目的・特色」をご覧ください。 
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投資リスク

ファンドの費⽤

 
●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証さ

れているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属し
ます。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下の通りです。 

 
「価格変動リスク・信用リスク（株価の変動、リートの価格変動）」、「その他（解約申込みに伴うリスク等）」 

 ※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 

 

 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことが 
できません。 

※購入時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせ下さい。 
※手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。また、上場不動産

投資信託は市場価格により取引されており、費用を表示することができません。 
※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 

 

投資者が直接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

〈上限〉3.3％（税抜 3.0％） 

購入時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提供、

取引執行等の対価です。 

信託財産留保額 ありません。 — 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 

（ 信 託 報 酬 ） 

年率 1.595％ 

（税抜 1.45％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に対し

て左記の率を乗じて得た額とします。 

その他の費用・ 

手 数 料 
（注） 

監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・オ

プション取引等に要する費用、資産を外国で保管する場合の

費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために⼤和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご⾃身でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他⼀切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、⼿数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を示すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、示唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ⼀定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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2021年9月30日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社きらぼし銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第53号 ○ ○  

株式会社きらぼし銀行
(委託金融商品取引業者
きらぼしライフデザイン証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第53号 ○ ○  

きらぼしライフデザイン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第3198号 ○  

きらぼし・東京圏応援株式ファンド（愛称：きらぼし東京）　取扱い販売会社

販売会社名　（業態別、５０音順）

（金融商品取引業者名）
登録番号

加入協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

 
上記の販売会社については今後変更となる場合があります。また、新規のご購入の取り扱いを行っていない場合がありますので、各販
売会社にご確認ください。 7/7




